


第5次岩倉市総合計画基本施策評価シート（令和7年度実施施策） 

第 1章 健やかでいつまでも安心して暮らせるまち 基本施策 1 母子の健康づくり 主担当課 健康課 責任者 富 邦也 

施策がめざす将来の姿 
●安心して子どもを産み育てられる環境が整っています。 

●関係機関や専門職との連携が図られ、母と子の健康が守られています。 

＜現状と目標値＞

基本成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

母子保健サービスに満足している市民の割合 
95.0%

（R2） 83.5% - - 96.0% 97.0% 

産後ケア事業や産前・産後サポーター派

遣事業の内容を拡充し、サービスの充実

を図ったことから、指標数値は上昇が見

込まれる。 

市民アンケート 

市民意向調査 

単位施策：（１）妊娠出産に向けた支援 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

産後に保健師や助産師からの指導・ケアを十分に受けるこ

とができた人の割合 
89.5% 90.５％ 85.6% 86.７ 91.0% 92.0% 

全妊産婦を対象として、個別支援を充実し

てきたが、個別支援が受けられることが通

常となり、より充実した支援を求められる

ため、指標数値は低下している。【Ⅳ】 

４か月児健康診査

問診票で「はい」と

答えた人 

この地域で今後も子育てをしていきたいと思う人の割合 95.2% 96.1% 95.9% 9３.９ 96.0% 97.0% 

産後ケア事業や産前・産後サポーター派遣

事業の内容を拡充し、個別支援を充実して

きたが、より充実した支援を求められるた

め、横ばいで推移している。【Ⅲ】 

乳幼児健康診査問

診票（４か月児・1歳

６か月児・3 歳児）

で「そう思う」「どち

らかというとそう思

う」と答えた人 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①妊娠を望む夫婦に対する支援     ①一般不妊治療に係る治療、検査を保険適用の

有無にかかわらず助成対象としていることで、

経済的な負担を軽減することができた。 

【主要施策Ｐ140】 

②関係課の専門職が、利用者支援会議で支援の

必要なケースの情報を共有し、役割を明確にす

ることで、支援機能の強化を図ることができ

た。妊娠期からの切れ目ない支援のため、伴走

型相談支援を全妊産婦だけでなく、1 歳児の親

子にも行い、母子保健機能の充実を図った。ま

た、ハイリスクのケースには、情報共有を随時

行い児童福祉機能との連携を密にすることで、

継続的な支援をすることができた。 

①少子化対策の充実を図るため、引き続

き不妊治療に対する支援の取組を継続し

ていく。また、特定不妊治療に対する支援

についても研究していく。 

②引き続き、妊娠期からの切れ目ない支

援を行い、母子保健機能の充実を図ると

ともに、定期的な会議での情報共有や役

割の確認を行い、児童福祉機能との連携

を密にし、こども家庭センターにおける

包括的な支援を充実する。 

内容 子どもを産み育てたいという希望を持ちながら子どもができない夫婦の不妊治療の経

済的負担を軽減するため、一般不妊治療に対する支援を行います。 

個別施策：②子育て世代包括支援センターの機能強化 

内容 保健センターと子育て支援センターがさらに連携し継続的・包括的な支援を行うなど子

育て世代包括支援センターの機能を強化し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支

援を充実します。 

個別施策：③産科医療機関等との連携強化 

内容 妊産婦の不安や育児負担の軽減を図るため、産科・精神科医療機関及び保健・福祉・子育

て支援センターなどの関係機関との連携を強化し連続性のある支援を行います。 

個別施策：④産前・産後サービス等の充実【重点】
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内容 産前・産後の不安や育児負担を軽減するため、子育て支援センター等と情報を共有し、子

育てに関する社会資源の情報提供及び産後ケア事業など必要な産前・産後サービスの充実

に努めます。また、父親の妊娠・出産への理解と子育てへの参加促進のため、関係部署との

連携を図り講座の開催や情報提供を行います。 

【主要施策Ｐ140、141】 

③安心して妊娠・出産ができる環境整備の一環

として、低所得の妊婦に対し、初回産科受診料

の助成を行うとともに、産科医療機関と継続性

のある支援を行うことができた。また、妊産婦

のメンタルヘルスの支援充実を図るため、市内

外の医療機関等との情報共有により連携した

支援を行うことができた。 

【主要施策Ｐ140、142】 

④産後ケア事業は里帰り先でも利用できるよ

うに整備し、産前・産後サポーター派遣事業に

おいては、委託業者を増やすとともに、利用時

間を拡充することにより、産前産後の不安や育

児負担を軽減することができた。また、土曜日

にパパママセミナーを開催し、その中で父親に

妊娠・出産への理解や家族での子育てを促すと

ともに、ホームページの内容を充実し、乳幼児

健康診査や教室等で父親の育児の実践に向け

た周知に努めた。 

【主要施策Ｐ140、141】 

③リスクの高い低所得の妊婦に対し産科

医療機関と継続性のある支援を行うとと

もに、妊産婦の支援充実を図るため、精神

科医療機関、産科医療機関及び助産所と

の情報共有、連携を強化し連続性のある

支援を行う。 

④産後ケア事業のユニバーサル化に対応

できるよう取り組み、産前・産後の不安や

育児負担の軽減に努める。また、土曜日に

開催しているパパママセミナーを、平日

にも開催し、父親の子育てへの参加を促

していく。ホームページやほっと情報メ

ール等を通じて、情報提供のさらなる充

実と周知を図る。 

【令和８年度の重点施策】④ 

主要事業 

◆妊婦・産後健康診査 

◆妊婦・産婦電話相談支援、産婦・乳

児訪問指導 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（１） 

Ｂ 
（Ⅲ） 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント

単位施策：（２）乳幼児期からの健康づくり 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

乳幼児健康診査受診率 

4 か月児 

99.5% 
１００.０％ 99.5% 97.９ 

4 か月児 

100.0％ 

4 か月児 

100.0％ 
健診未受診者に対しては積極的な現認

把握と受診勧奨を行い受診率は高い水

準を維持している。【Ⅱ】 

４か月児健康診査（地

域保健報告） 

1 歳 6か月児

97.1% 
9７.8％ 99.7% 98.０ 

1 歳 6か月児

100.0％ 

1 歳 6か月児

100.0％ 

１歳６か月児健康診査

（地域保健報告） 

3 歳児 

97.2% 
99.1％ 99.４％ 9９．２ 

3 歳児 

100.0％ 

3 歳児 

100.0％ 

３歳児健康診査（地域

保健報告） 

むし歯のない３歳児の割合 91.7% 93.７％ 95.５% 96.３ 93.5％ 95.0％ 

定期的な歯科健康診査、フッ化物塗布

の機会を提供するとともに受診率の向

上に取組み、目標を上回っている。【Ⅰ】 
３歳児健康診査（地域

保健報告） 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①乳幼児健康診査と支援体制の充実   【重点】 ①乳幼児健康診査及び相談支援などを実施

し、保護者の育児不安の軽減に努めた。1 歳

おめでとう教室での乳児健康診査の受診勧奨

や２歳３か月児歯科健康診査の個別案内によ

①５歳児健康診査の実施に向けて、関係機

関や専門機関との会議を開催し、連携調整

を行い、相談・支援体制の充実を図る。また、

こども家庭センターの統括支援員を中心と

内容 乳幼児の疾病やむし歯、障がいや虐待の早期発見・早期対応のため、乳幼児健康診査や

歯科健康診査を実施するとともに、母親の育児不安の軽減及び虐待の未然防止などのた

めに、健診時における相談支援の充実を図ります。また、保健、医療・福祉・教育などの関係
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機関が連携し一人ひとりに応じた支援を行うなど、支援体制の充実を図ります。 る健診受診率の向上を図ることにより、定期

的に相談できる場を提供し、相談支援の充実

を図った。また、こども家庭センターの機能

である児童福祉と母子保健の一体的支援のた

め、合同会議を定期的に行い、情報共有や役

割を明確にすることで、関係部署との連携を

図り、医療機関や児童相談センターを含む支

援体制により一人ひとりに応じた支援に努め

た。 

【主要施策Ｐ140、141】 

②乳幼児健康診査や１歳おめでとう教室にお

いて、基本的な生活習慣の形成を促し、発育

発達に応じた育児ができるよう支援した。ま

た、乳幼児健康診査や育児教室等で、保護者

に向けての健康づくりに関する情報提供や、

子育て中の保護者を対象とした健康講座を実

施し、保護者自身の健康づくりの意識を高め

ることができた。 

【主要施策Ｐ140、141】 

した、児童福祉と母子保健の一体的支援の

ため、合同会議を定期的に行い、情報共有を

することにより関係部署の連携を図るとと

もに、医療機関や児童相談センターを含む

支援体制を継続し、一人ひとりに応じた支

援をする。 

②乳幼児健康診査や各教室、市ホームペー

ジやほっと情報メール等を通じて、保護者

に向けて、子ども及び大人の健康づくり情

報を発信するとともに、子育て中の保護者

向けの健康講座を開催し、健康づくりに取

り組めるよう支援をする。 

【令和８年度の重点施策】① 

個別施策：②発育段階に応じた健康づくりの推進

内容 将来的な疾病の予防に向けて乳幼児期から健康的な食生活や口腔内の衛生管理などの

生活習慣を形成するため、発育段階に応じた健康教育の充実を図ります。また、保護者の

健康意識を高め、健康づくりに取り組めるよう啓発に努めます。 

主要事業 

◆乳幼児健康診査、乳幼児健康相談 

◆幼児の歯科健康診査、フッ化物塗布 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（2） 

Ｂ 
【Ⅰ】 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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第5次岩倉市総合計画基本施策評価シート（令和7年度実施施策） 

第 1章 健やかでいつまでも安心して暮らせるまち 基本施策２ 成人の健康づくり 主担当課 健康課  責任者 富 邦也 

施策がめざす将来の姿 
●心身ともに健やかで、自ら健康づくりに取り組み、自分らしくいきいきと幸せに暮らしています。 

●生活習慣病予防に取り組む環境が整っています。 

＜現状と目標値＞

基本成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

健康の維持増進の取組をしている市民の割合 
91.0%

（Ｈ30） - 93.3% - 92.0% 93.0% 
健康づくり事業に参加する市民が増えて

いることから、令和６年度と同程度の割

合になると推測する。 

市民意向調査 

市民アンケート 

「特にない」・「回答

なし」を除いた人 

生活習慣病予防・健康相談等の健康管理や健康づくりの

ための支援に満足している市民の割合 

85.1%

（Ｈ30） 89.5％ - - 87.5% 90.0% 

健幸づくりサポーター活動や健幸づくり

推進団体との協働事業の拡充により前回

の実績値と同程度の割合になると推測す

る。 

市民意向調査 

単位施策：（１）健康づくりの推進 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

ウォーキング・ジョギングなど軽い運動を定期的に行って

いる市民の割合 

27.6%

（Ｈ30） 
- 32.8% - 29.0% 30.0% 

保健事業や健幸づくりサポーター活動等

に参加する市民が増加したことにより、令

和６年度と同程度の割合になると推測す

る。【Ⅰ】 

市民意向調査 

市民アンケート 

ストレスを解消する方法を持っている人の割合 
60.4%

（R2） 
- 58.3％ - 70.0% 74.0% 

こころの健康講座やホームページでスト

レスの解消法を情報提供したことにより、

現状値と同程度の割合になると推測する。

【Ⅲ】 

市民アンケート 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①健康的な食生活習慣の推進   ①栄養教室を開催し、若年期のやせ・肥満の予防

について、壮年期の生活習慣病、高齢期のフレイ

ルなど年齢に応じた栄養バランス等に関する正

しい知識を提供した。 

また、全ての年代に共通する課題である野菜摂

取の向上に取り組んだ。市内の野菜栽培農家を講

師として招いての講座の開催や野菜摂取度測定、

広報紙やホームページでの野菜レシピの掲載な

どを行い、野菜摂取の必要性について周知・啓発

を行い、市民の野菜摂取への関心を高めることが

①生活習慣病予防等の栄養教室を開催す

るとともに、市民の野菜摂取を増やす取

組みを継続していく。健幸づくり推進員

や推進団体と連携して「野菜の日」のイベ

ント開催や、広報紙で食生活の改善に関

する特集を掲載し、正しい知識の普及啓

発を行う。 

内容 生活習慣病予防のため、市内の事業所と連携して食への関心を高め、年齢等に応じた

栄養バランス等に関する正しい知識の普及啓発に努めるとともに、栄養教室等の充実を

図ります。 

個別施策：②運動の習慣化の推進 

内容 五条川健幸ロードを活用した運動事業等を通じた運動指導の充実、関係部署や事業所

と連携した運動事業の取組を推進します。また、市民の運動習慣を促進するため、運動に

関する情報を提供し、運動する機会の充実を図ります。 

個別施策：③こころの健康づくりの推進 
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内容 こころの健康を保つことができるよう、また、こころの不調を周囲の人が気づき見守る

ことができるよう、こころの健康に関する知識の普及・啓発を推進します。また、過度のス

トレスや悩みを抱える人たちを支援するため、保健所や医療機関等の関係機関と連携を

図り、相談体制の充実と個々の状況に応じた適切な対応に努めます。 

できた。

【主要施策Ｐ134、135】 

②広報紙で今から始める運動習慣の特集を掲載

し、地域で定期的に実施している、健幸づくりサ

ポーター活動や、健幸づくり推進団体の実施する

五条川健幸ロードを活用したウォーキングやポ

ールウォーキングを紹介し、運動習慣の周知・啓

発を図った。 

また、運動に関する情報を市民が入手しやすい

ように生涯学習課、長寿介護課と連携してホーム

ページを整理し、内容を充実させ、子育て支援ア

プリで若い世代に情報提供した。 

アデリア総合体育文化センター及び健康づく

りの協定を締結した事業所と協働で体力チェッ

クや歩行診断の実施、商工会の健診会場での体力

チェックなど、市民への運動への動機付けを行う

ことができた。 

【主要施策Ｐ134、135】 

③こころの健康講座では、ストレスとのつきあい

方について知識の普及を図った。また、市ホーム

ページに、こころの健康やストレスの解消法、こ

ころの相談窓口について情報提供するとともに、 

臨床心理士によるこころの健康相談を毎月２回

開催し、こころの悩みを抱えた本人だけでなくそ

の家族の相談にも対応することができた。 

【主要施策Ｐ135】 

④健康いわくら 21（第３次）計画を策定に伴い、

シンポジウムの開催及び、保健事業等で概要版リ

ーフレットを配布し、市民に広く周知し、健康づ

くりの推進を図った。 

身近な場所で健康づくりに取り組める環境を

整えるため、健幸づくりサポーター活動による運

動教室を８か所に増やし、市民参加の増加につな

がった。 

 また、健幸づくり推進団体との協働により、プ

ールを利用した運動講座の実施やからだの健康

測定を行い市民が健康づくりに取り組むきっか

けづくりとすることができた。

健幸情報ステーションにて健康情報を発信し、

より身近な場所で健康情報を伝えることができ

た。 

【主要施策Ｐ134、135】 

②健幸づくりサポーター活動や健幸づく

り推進団体等と連携して運動事業の拡充

に取り組む。ウォーキング講座を拡充し、

気軽に取り組めるウォーキングを勧める

とともに、健幸ロードの健康器具の活用

についてリーフレットの配布やポスター

掲示を行い周知・啓発を図る。 

③こころの健康講座や相談を実施し、こ

ころの不調やストレスを解消できるよう

関係機関と連携を図るとともに、SNS の活

用やホームページ等を通じて、こころの

健康維持に関する情報提供に取り組む。 

④引き続き、身近な場所で定期的に健康

づくりに取り組めるよう、健幸づくりサ

ポーターの登録を増やし、活動を拡充し

ていく。若い世代への取組みとして、子育

て世代を対象とした健康づくり講座の開

催やヤング健診時に体力チェックを実施

し健康づくりの動機づけを行う。

【８年度の重点施策】④ 

個別施策：④健康づくりを支援する環境づくり   【重点】

内容 市民の主体的な健康づくり活動を支援するために、様々な分野で健康の視点を持った

取組や市民、地域団体、市民活動団体及び事業所等と連携し、誰もが気軽に健康づくりに

取り組める環境づくりに努めます。 

主要事業 

◆健幸伝道師事業 

◆体力チェック事業 

◆ウォーキング事業 

◆いわくら健康マイレージ事業 

◆こころの健康教室・相談事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（１） 

Ｂ 
Ⅱ 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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単位施策：（２）生活習慣病予防と重症化予防の推進 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

（2008年比） 

17.5%

（Ｈ30） 

11.3％ 

（R４） 

17.5％ 

（Ｒ５） 

19.4％ 

（R6） 
21.5% 

25.0% 

以上 

直近３年間は減少率が上昇している

が、過去に比べて特定健診受診率は低

下しており、それに伴い、メタボリッ

クシンドローム該当者及び予備群の対

象となっているものの未受診により判

定できていない人が一定数存在してい

る。【Ⅱ】 

国民健康保険特定保

健指導対象者減少率 

がん検診を受診している市民の割合 28.6%（R2） - 31.8％ - 37.0% 40.0% 

調査は未実施だが、WEB 予約導入等に

よる利便性の向上や、市民の健康意識

の向上から実績値が上昇するものと推

測する。【Ⅱ】 

市民アンケート 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①がん検診・保健指導の充実    ①がん検診や各種健診を取りまとめたガイド

ブック「けん診ガイド」を広報紙と同時に全

戸配布したほか、他事業である節目歯科健康

診査や特定健康診査等の案内送付時にがん検

診チラシを同封し、がん検診の必要性を広く

周知するとともに、効果的に受診勧奨をする

ことができた。 

 令和７年度から集団検診について、窓口や

電話予約に併せＷＥＢ予約を導入するととも

に、８月からキャッシュレス決済を新たに導

入して利便性の向上を図り、受診しやすい環

境を整えることができた。 

また、若年者に向けた取組として、ヤング

健診の受診期間に合わせ若年者が対象となる

がん検診の日程を組み合わせ、若年者のがん

検診の受診率向上に努めた。保健センターで

実施する集団検診では、仕事等で平日の受診

が困難な人に配慮し、令和５年度から継続し

て検診日に土曜日も設けたほか、特定検診対

象者への受診券送付時に肺がん・結核検診の

受診票の同封により受診勧奨を行い、受診率

の向上につなげた。 

 精密検査が必要な人で受診が未確認の人に

対し、電話で受診の有無を確認するとともに、

未受診者へは受診勧奨を行い、保健指導の充

実を図った。 

【主要施策Ｐ138】 

①がん検診の必要性の周知や受診勧奨につ

いては、様々な機会を捉え取り組んでいく。 

がん検診の受診率向上のため、がんの早期

発見の重要性の周知と啓発に努め、ＷＥＢ

予約による予約の利便性の向上、キャッシ

ュレス決済導入による支払方法の拡大につ

いて更なる周知を図ると共に、がん検診受

診の中心層である高齢者層の利便性向上に

つながっているか、検証を行っていく必要

がある。 

 また、「けん診ガイド」に個別検診と集団

検診それぞれの利点についてＰＲし、がん

検診全体の受診率向上を図る。 

 引き続き、精密検査が必要となった人に

対し受診の再勧奨を個別で行い、保健指導

の充実を図る。 

内容 がんの予防・早期発見のために、がん検診の必要性の周知や受診勧奨、受動喫煙に関す

る知識の普及、若い世代への予防啓発に取り組むとともに、がん検診の利便性向上に努め

ます。また、精密検査が必要な人が確実に受診するよう保健指導の充実を図ります。 

個別施策：②歯科健康診査・歯科保健指導の充実

内容 歯周病や口腔機能の低下等の早期発見・早期治療のために歯科健康診査の受診勧奨を

行うとともに、歯口清掃の習慣化及び口腔機能の維持・向上のための歯科保健指導の充実

を図ります。 

個別施策：③特定健康診査・特定保健指導の充実  【重点】 

内容 生活習慣病予防のために、特定健康診査の受診勧奨を行うとともに、特定保健指導の対

象となった人には、生活習慣を改善するための支援の充実を図ります。 

主要事業 

◆がん検診 

◆歯科健康診査 

◆特定健康診査、特定保健指導 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（２） 

Ｂ 
Ⅱ 
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②歯周病予防に重点を置いた節目歯科健康診

査を実施するとともに、子育て世代を中心に

健診や教室の機会をとらえて歯周病予防の周

知・啓発を行った。また、口腔機能・歯科健

康診査を実施し、口腔機能の低下の早期発見・

早期治療につなげることができた。オーラル

フレイル予防のために「カムカム健康プログ

ラム教室」の開催や地域のサロン等での健康

教育を実施し、口腔機能の維持・向上の周知・

啓発を図った。 

【主要施策Ｐ144、145】 

③特定健康診査及び人間ドック事業において

は、インターネット予約を継続して実施した。

また、通訳を健診会場に派遣し、受診率の低

い外国人にも受診しやすい環境を整えた。 

特定保健指導では、新たに管理栄養士を特

定健診会場に派遣し、健診の結果、特定保健

指導の対象となった方にその場で対応するこ

とで、必要な人に指導を行うことができた。

また、特定保健指導の集中実施期間を 12 月に

２日間、保健センターで実施し、30 人の面接

を実施することができ、生活習慣を改善する

ための支援を図った。 

国民健康保険第３期データヘルス計画・第

４期特定健康診査等実施計画の一環として、

健康相談事業を人間ドック受診者まで拡大

し、重症化予防及び医療費適正化に向けた取

組を進めた。 

成果指標の目標値達成のためには、特定健

康診査及び人間ドックの受診率向上を図る必

要があるため、医師会や関係課と施策内容を

協議した。 

【主要施策Ｐ297】 

②節目歯科健康診査の受診率向上のため、

SNS の活用やホームページの充実を図る。ま

た、対象者に 25 歳、35 歳を新たに追加し、

若い世代の受診機会を充実する。引き続き

地域のサロン等で、オーラルフレイル予防

について周知・啓発を行い、口腔機能が低下

している人には面談等で保健指導を実施す

る。 

③令和８年度に実施する施策として、まず、

４月号の広報紙に「健康チェックのススメ」

として特集を組み、生活習慣病を早期発見

することや特定健康診査等を受診すること

の重要性について周知を行う。特定健康診

査においては、医療機関や公共機関で申込

できるようにするなど、申込方法を拡大し、

より簡単に受診しやすい環境を整える。さ

らに、一部の日程に予約が集中し、利用者が

希望する日程に受診できないケースが発生

しているため、１日あたりの予約上限人数

を増やし、利便性の向上を図る。業者委託に

よる人口知能を用いた受診勧奨において

は、より効果的な勧奨を行うため、業者の選

定方法から見直す。 

特定保健指導は、引き続き管理栄養士を

特定健診会場に派遣し、対象となった方に

その場で特定保健指導を勧める。集中実施

期間についても継続して実施する。生活習

慣病の予防においては、健康相談事業をさ

らに充実させ、一層の重症化予防と医療費

適正化につなげていく。 

【８年度の重点施策】③ 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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第5次岩倉市総合計画基本施策評価シート（令和7年度実施施策） 

第 1章 健やかでいつまでも安心して暮らせるまち 基本施策３ 医療・感染症予防 主担当課 健康課 責任者 富 邦也 

施策がめざす将来の姿 

●日常的な健康管理や身近に受診できる医療機関があり、安心して医療を受けられる体制が整っ

ています。 

●感染症の予防に関する情報を身近に得ることができるようになっています。 

＜現状と目標値＞

基本成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

医療機関との連携・協力や医療情報の提供に満足してい

る市民の割合 

75.7%

（Ｈ30） 82.5％ - - 79.0% 82.0% 

調査は未実施だが、継続して医師会、医療

機関と連携を図るとともに、ＳＮＳを活

用し速やかな医療情報の提供に取り組ん

だことから、令和５年度と同等程度の割

合になると推測する。 

市民意向調査 

単位施策：（１）医療体制等の充実 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

かかりつけ医を持っている市民の割合 
65.5％

（R2） 
- 62.8% - 67.0% 70.0% 

調査は未実施だが、継続してホームページ

の掲載による周知・啓発を行っており、実

績値は横ばい傾向と推測する。【Ⅳ】 

市民アンケート 

休日急病診療所を知っている市民の割合 
84.5％

（R2） 
- 84.3% - 90.0% 92.0% 

調査は未実施だが、継続して広報紙等で周

知しており、実績値は横ばい傾向と推測す

る。【Ⅲ】 

市民アンケート 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①市民にわかりやすい医療情報の提供    【重点】 ①広報紙やホームページ等により医療情報を発

信するとともに、妊娠届出者及び転入者に市内医

療機関マップを配布し、医療機関情報の提供に努

めた。また、ホームページにかかりつけ医に関す

るページを設け、かかりつけ医を持つ必要性の周

知、啓発に取り組んだ。 

令和７年度から定期接種化された高齢者の帯

状疱疹ワクチン接種については、接種対象者や経

過措置による接種期間等の情報を市民に提供し

た。 

また、がん検診・健康診査については、検診案

内やがん予防の啓発情報を掲載した「けん診ガイ

ド」を広報紙と同時に全戸配布したほか、がん検

診のポスターを市内公共施設や医療機関、商業施

①引き続き、様々な媒体を活用した情報

発信、情報提供に取り組み、外国籍の市民

に向けても、分かりやすい医療情報の提

供に努める。 

かかりつけ医については、市民の意識

醸成を図るため、医療機関と連携するな

ど、効果的な周知、啓発に取り組んでい

く。 

内容 日常的な健康管理による疾病予防や病気の早期発見・治療、また、安心して医療が受け

られるよう、かかりつけ医の必要性や適性な医療機関での受診の啓発を図ります。また、

各種健診時や広報紙、ホームページ等を利用して、市内や近隣市町の医療機関、救急医療

や小児救急外来についての情報をわかりやすく提供するよう努めます。 

個別施策：②休日・夜間救急医療体制の維持・充実 

内容 市民が安心して救急医療を受けられるように、市内や近隣市町の医療機関と連携・協力

し、休日・夜間救急医療体制の維持・充実に努めます。 

個別施策：③災害時に備えた保健予防の充実 

内容 災害発生時に感染症のまん延防止対策や被災者の健康管理を迅速・的確に行えるよ

う、平常時からの情報収集や災害時に備えた保健所等との連携強化を図ります。 

主要事業 ◆休日急病診療所事業 庁内評価 （２） 
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◆休日歯科診療事業 上段：取組内容 

下段：成果指標

（Ⅲ） Ｃ 

設等に掲示、医療情報の広い周知に努めた。さら

には、WEB 予約の導入により利便性の向上を図

り、ほっと情報メール等ＳＮＳを活用した情報発

信にも取り組んだ。 

【主要施策Ｐ133、136～139、146～148】

②近隣市町と連携して、第２次救急医療を行う医

療機関や小児救急医療の医療体制確保に努めた。 

休日急病診療所においては、年末年始にインフ

ルエンザの流行による受診者の増加に対応して、

看護師を１名増員し、医療提供体制の維持に取り

組み、市民の健康保持、重症化予防につなげた。 

歯科診療では、年末年始の当番医制による休日

歯科診療の運営費を補助し、体制の充実を図っ

た。

【主要施策Ｐ131、150】 

③保健センターにおいてＢＣＰ訓練を実施し、災

害等緊急時における行動確認を行い、職員間の情

報共有化に努めた。その他、県の研修や災害時保

健師初動体制構築訓練に参加し、災害時における

県職員との連携強化及び他自治体の取組の情報

収集に努めた。 

 個別のケースにおける、災害時の対応について

の会議に参加し、当事者と関係機関で災害時の対

応を確認するとともに、情報を整理することがで

きた。 

【主要施策なし】 

②引き続き、医師会及び近隣市町の医療

機関との連携により、第２次救急医療体

制の維持・充実に努める。 

休日急病診療所については、施設が老朽

化していることから施設の維持管理に努

める必要がある。 

③定期的にＢＣＰ訓練、保健センターで

の避難訓練を実施し、災害時における初

動体制を確認するとともに、職員間や関

係機関との情報の共有化を図っていく。 

江南保健所と連携し、災害発生時の被

災者支援に向けての取組を進めていく。 

 個別のケースの支援についても、平時

から関係機関と情報共有し、必要なケー

スにおける、災害時の対応を確認してい

く必要がある。 

【８年度の重点施策】①

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント

単位施策：（２）感染症対策の推進 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

予防接種の接種率 

（麻しん・風しん混合予防接種（第 2期）） 
96.3% 93.9％ 89.1％ 91.1％ 97.0％ 98.0％ 

個別に接種勧奨通知を行っているが、

現状値に対して低い接種率で横ばい傾

向である。【Ⅳ】 

年長児に相当する子

の接種率 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①感染症予防の充実 【重点】 ①感染症や食中毒の予防・まん延防止のため、

広報紙やホームページ等により正しい知識の

普及・啓発を行った。また、インフルエンザ

警報や食中毒警報が発せられた際は、速やか

にＳＮＳ等により情報発信を行い、市民の安

①感染症等が発生した場合、迅速に情報提

供や対応ができるよう、引き続き情報収集

に努める。 

はしか等感染症の発生、感染拡大防止の

ため、予防接種の意義や有効性を予防接種

内容 感染症に対して、市民の安全確保や、エイズ、結核などの感染症や食中毒の予防とまん延

防止のため、広報紙、ホームページ等で正しい知識の普及を図ります。また、予防接種の有

効性や安全性など正しい知識を普及し、予防接種の接種率を向上させることにより感染症

の予防に努めます。 
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個別施策：②新型インフルエンザ等対策の充実 全確保に努めた。 

子どもの予防接種においては、対象者に予

診票や説明案内を個別に送付し、予防接種の

有効性や安全性など正しい知識の情報提供に

努め、接種率の向上に取り組んだ。 

令和７年度から定期接種化された高齢者の

帯状疱疹ワクチン接種については、接種対象

者に通知し、ワクチンや経過措置等の情報を

提供した。また、令和８年度から定期接種化

されるＲＳウイルス母子免疫ワクチン接種に

ついては、円滑に開始できるよう関係機関と

情報共有して準備を進めることができた。

子育て世帯の支援の一環として、おたふく

かぜ、子ども及び妊婦のインフルエンザ予防

接種の費用助成事業を実施し、予防接種事業

を充実させ、発症及び重症化の予防に取り組

んだ。 

【主要施策Ｐ146～148】 

②国が、新型コロナウイルス感染症の経験を

踏まえ新型インフルエンザ等対策政府行動計

画を改定し、県も県行動計画を改定したこと

から、令和８年度の市行動計画の改定に向け

て準備を進めた。 

新型コロナウイルス感染症については、令

和６年度からワクチン接種が定期接種化され

たことから、引き続き市内協力医療機関にお

いて個別接種を実施し、感染拡大防止に取り

組んだ。 

【主要施策Ｐ146～148】

の勧奨通知を送る際など、適宜、周知し、予

防接種の促進を図る。 

 令和８年度からＲＳウイルス母子免疫ワ

クチンが定期接種化されるため、接種対象

者が接種機会を逃さず接種できるよう個別

通知するなど関係機関とも協力し、周知に

取り組む。 

 また、高用量インフルエンザワクチンの

75 歳以上を対象とした定期接種への追加に

ついても、ワクチンの安全・安心の周知に努

める。 

②政府行動計画および県行動計画の改定に

伴い、市の新型インフルエンザ等対策行動

計画について、令和８年度に改定する。 

 新型コロナウイルス感染症予防接種は、

定期接種化後から接種率が大きく低下した

状況だが、次年度以降も引き続き推移を注

視していく。 

【８年度の重点施策】① 

内容 新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、実践的なマニュアルの作成や継続的な訓

練の実施に努めます。また、新しい生活様式の確立など新型コロナウイルス感染症対策を

推進します。 

主要事業 

◆予防接種事業 

◆新型インフルエンザ等対策事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（２） 

Ｄ （Ⅳ） 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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第5次岩倉市総合計画基本施策評価シート（令和7年度実施施策） 

第 1章 健やかでいつまでも安心して暮らせるまち 基本施策４ 地域福祉 主担当課 福祉課 責任者 古田 佳代子 

施策がめざす将来の姿 

●人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしてい

くことのできる「地域共生社会」が実現しています。 

●地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、包括的な支援体制が構築されてい

ます。 

＜現状と目標値＞

基本成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

市民同士の助け合いによる地域福祉活動に満足している

市民の割合 

81.0%

（Ｈ30） 84.4％ - - 85.0% 90.0% 

地域つながりづくり講演会を開催し、市

民同士による「つながる」ことの大切さに

ついて知るきっかけとり、目標値に近づ

いていると判断する。 

市民意向調査 

ひとり暮らしや心身に障がいがある状態になった時の相

談相手や助け合ったりする友人・知人がいる市民の割合 

51.8%

（R2） - 51.2％ - 55.0% 60.0% 

価値観・ライフスタイルの多様化といっ

た社会情勢の変化により地域で支え合

い・助け合いの意識の希薄化により、微減

していると見込む。 

市民アンケート 

単位施策：（１）計画的な地域福祉の充実・支援 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

福祉講座・福祉実践教室等の参加者数 954人 1,206 人 1,019 人 986人 980人 1,000 人 

福祉実践教室は、例年各校１回の実施であ

るが、令和５年度のみ２校が２回実施した

もの。参加対象の学年は変わっていないた

め、令和７年度の減少要因は在籍児童数の

違いによるものと考えられる。【Ⅰ】 

社会福祉協議会主

催（年間） 

ボランティア養成講座受講者数 10 人 ４４人 62 人 59 人 65 人 80 人 

現状値の令和元年度は、新型コロナウイル

スの流行により災害ボランティア講座が

中止となるなど受講者数の少ない年であ

ったため、実績値は大幅な増加となってい

る。 

令和７年度は、新しいテーマでの講座を開

催し、点訳ボランティア入門講座と合わ

せ、前年度に開催した２講座よりも受講者

が増加した。一方、災害ボランティア講座

については、前年度が圏域のイベントとの

併催であったため、前年度に比べ参加者が

減少した。【Ⅰ】 

社会福祉協議会主

催（年間） 
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取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①地域福祉推進体制の強化    【重点】 ①重層的支援体制整備事業を実施し、複合的な課

題を抱える世帯の課題解決に向けて、世代や分野

を問わない多機関協働により取組むため、福祉総

合相談窓口にて包括的相談事業を実施した。 

また、引き続き、引きこもりや不登校児を対象

とした「みんなのサロン」も委託事業として実施

し、相談、交流のできる居場所となった。 

相談支援体制の充実を図ることができ、また対

象者の社会参加のきっかけづくりにつながった。 

【主要施策Ｐ65、66、67】 

②地域づくり事業の促進を図るため、地域で団体

活動を担っている方を中心に、情報共有、交換、

活動の更なる発展を目指し、地域つながりカフェ

の開催や団体活動発表と意見交換の場を設ける

ことで、地域の活動を担っている方のつながりの

強化と課題やノウハウの共有が図られ、活動の活

性化につながった。また、地域つながり講演会を

開催し、地域の課題解決や連携の手がかりを得て

もらう機会になった。 

【主要施策Ｐ66】 

③福祉実践教室や手話講習会を開催し、高齢者や

障がい者などに対する理解促進を図ることがで

きた。 

また、終戦後 80 年の節目にあたるため、「被爆者

と家族の人権問題」をテーマに被爆者２世である

講師を招いて人権研修会を実施し、人権意識の啓

発を図ることができた。 

【主要施策Ｐ65、83】 

④社会福祉協議会と連携し、これまで実施してい

なかったテーマの講座を新設し、幅広い人材の育

成を図ることができた。 

また、ボランティア団体にふれあいセンターの

部屋を貸し出し、ボランティア活動を支援した。 

【主要施策Ｐ65、87】 

⑤28-(２)-②を参照 

①地域福祉計画を推進するため、重層的

支援体制整備事業の包括的相談支援事

業、多機関協働事業、地域づくり支援事業

を一体的に取組み、支援効果を高める。令

和 8年度に計画の中間見直しを実施する。 

②地域づくり支援として、地域の活動者

同士の情報交換や共有の場として地域つ

ながりカフェを開催したが、今後、地域つ

ながりづくり会議の開催により、団体活

動の活性化を図り、地域福祉の意識醸成

を行う。 

③引き続き、福祉実践教室、手話講習会、

人権研修会等を実施していく 

④現在実施するボランティア養成講座以

外の講座実施の検討、ボランティア登録

団体の会員の減少が課題であるため、社

会福祉協議会と連携したボランティア団

体、市民活動団体への支援等に努めてい

く。 

⑤28-(２)-②を参照 

【８年度の重点施策】② 

内容 住民が中心となって小学校区単位で取り組む住民活動計画について、地域の中で考

え、解決に向けた取組ができるよう、社会福祉協議会と連携して支援します。また、8050

問題やひきこもり等、複雑化・複合化している地域福祉課題に対応するため、包括的な相

談体制を構築します。 

個別施策：②地域福祉意識の醸成 

内容 地域への関心を高め、住民同士のつながりを深めるため、盆おどりやスポーツ行事など

地域住民が交流できるイベントの開催や日頃の声かけなどの活動を進め、地域における

支え合い、助け合いに住民が積極的に参加する土壌を醸成します。 

個別施策：③福祉教育の充実 

内容 高齢者や障がい者などに対する理解促進のため、社会福祉協議会との連携により小中

学校で開催する福祉実践教室をはじめ、人権研修会等の福祉講座などを積極的に開催

し、すべての世代にわたる福祉教育を推進します。 

個別施策：④地域福祉の担い手の育成 

内容 地域のリーダーとなる人材や新しく福祉活動に参加する担い手を発掘するため、福祉講

座やボランティア養成講座の開催などにより、多様な人材の育成に取り組みます。また、

ボランティア団体の活動を社会福祉協議会、市民活動支援センターと一体となって支援し

ます。 

個別施策：⑤地域コミュニティ活動の支援【「市民協働・地域コミュニティ」の再掲】 

内容 地域コミュニティの中心的な役割を果たす行政区や民生委員・児童委員協議会等の活

動支援を行うとともに、地域で活動する団体が活発に活動できるよう支援します。 

また、地域住民が主体となった公益的な活動に対する助成の充実や、地域のリーダーと

なる人材の育成などを進めます。さらに、行政区に留まらない地域課題への広域的な取組

を支援します。 

主要事業 

◆地域福祉計画推進事業 

◆福祉講座、福祉実践教室 

◆ボランティア養成講座 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（２） 

Ｂ 
Ⅰ 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント

単位施策：（２）安心して地域で生活できる環境づくり 
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単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

個別避難支援計画の作成数 170 件 １２６件 137 件 168 件 350件 500件 

自主防災会、民生委員児童委員協議会

への作成支援の依頼に加え、障害者連

絡協会などの当事者団体への説明の機

会を設けたことなどから前年実績値か

らは増加している。 

一方で、個人情報の管理意識の高まり

を受け、地域協力者の協力による個別

避難支援計画の作成は、実績値が現状

値を下回っている。【Ⅲ】

自主防災組織作成

（災害時における避難

行動要支援者支援）

（年度末総数） 

ゲートキーパー研修参加者数（累計） 59人 243人 294人 354人 200人 500人 

引き続きゲートキーパー研修を年２回

実施したことにより参加者が増加して

いる。【Ⅰ】 

市主催のゲートキー

パー研修会参加者 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①支え合いのネットワークづくり 【重点】 ①第３期地域福祉計画により、福祉サービス

事業所、市職員を対象にネットワークづくり

の推進、関係者間の連携強化を目的とした、

「顔の見える連携交流会」を実施することで、

参加者間の信頼関係の構築が進み、共有など

の基盤が構築された。 

【主要施策Ｐ66、67】 

②５-（２）-③を参照 

③避難行動要支援者名簿を半年ごとの更新に

より作成した。 

 また、平常時から災害に備えるために、個

人情報の提供に同意した人の個別避難支援計

画を、自主防災会、民生委員の平常時からの

見守りに活用することで、災害時の支援体制

の構築につなげた。 

【主要施策Ｐ65】 

④臨床心理士を講師として「ゲートキーパー

研修」を年２回実施し、身近な人の変化に気

づき、見守るゲートキーパーを増やすことが

できた。２回目の研修ではテーマを妊産婦の

こころに寄り添うことをテーマとして開催し

た。 

 自殺対策計画推進委員会を開催し、医療関

係者や保健所等の関係団体から計画推進の進

捗状況について意見交換を行い、自殺対策の

一層の充実に向け協議を進めた。 

【主要施策Ｐ68】 

①顔の見える連携交流会の開催等引き続き

関係機関とのネットワークづくりに取組む

とともに、民生委員・児童委員協議会の活動

支援を通じての情報共有、庁内における未

来寄合との連携を検討していく。 

②５-（２）-③を参照 

③個別避難支援計画の策定に係る個人情報

提供同意者や個別避難支援計画の作成済者

が目標値と乖離している。 

 先進自治体の取組を参考にして、福祉事

業者に作成の協力を依頼することや市担当

窓口にて作成支援をする取組を検討し、個

別避難支援計画の作成を促進していく。 

④引き続き年２回のゲートキーパー研修を

実施し、基礎研修と研修内容をテーマに特

化した研修を行い、市民の意識醸成につな

げる。 

【８年度の重点施策】① 

内容 支援が必要な人を地域で支え合うことができるように、社会福祉協議会と連携して、民

生委員・児童委員、行政区等や、福祉・保健・医療などの関係者との重層的なネットワークづ

くりに取り組みます。 

個別施策：②見守りネットワークと支え合いの体制づくり 

【「高齢者福祉・介護保険」の再掲】

内容 高齢者が安心して暮らせるよう、地域の見守りネットワーク体制の強化、見守り協力事業

者及びほっと情報メールの捜索協力者の登録促進、地域の見守りボランティアとの連携に

努めます。 

個別施策：③災害時要配慮者の支援体制づくり  

内容 災害時に備え、災害時要配慮者やその家族に対する防災意識の高揚に努めるとともに、

災害発生時における地域での救護活動が円滑に行われるようにするため個別避難支援計

画の作成を促進します。 

個別施策：④生きることへの支援

内容 自殺対策計画に基づき、生きることの包括的な支援に関連する団体との連携、情報交換

に努め、地域におけるネットワークの構築と強化を行います。また、自殺のリスクを抱えた

人を早期に発見し、支援へとつなぐ役割を担う人材（ゲートキーパー）を育成します。 

主要事業 

◆避難行動要支援者名簿 

◆自殺対策計画推進事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（2） 

Ｂ Ⅱ 
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市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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第5次岩倉市総合計画基本施策評価シート（令和7年度実施施策） 

第 1章 健やかでいつまでも安心して暮らせるまち 基本施策5 高齢者福祉・介護保険 主担当課 長寿介護課 責任者 浅田 正弘 

施策がめざす将来の姿 

●高齢者が住み慣れた地域で、生きがいを持って健康で自立した生活を送っています。 

●地域包括ケアシステムが構築され、地域共生社会のもと公的サービスと地域の支え合いによっ

て、高齢者が安心して暮らせるまちになっています。 

＜現状と目標値＞

基本成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

介護保険サービスなどの高齢者福祉に満足している市民

の割合 

68.5%

（Ｈ30） 85.3％ - - 69.0% 70.0% 

サロンやシルバーリハビリ体操など地域

での活動の場が増えたことや難聴補聴器

購入費助成制度の創設のほか、必要な介

護サービスが適切に提供できたこと等に

より満足度は保たれていると推測する。 

市民意向調査 

75 歳以上の要介護３～５の認定率 

7.5% 

（R2.9

末時点） 

7.5％ 7.1％ 7.８% 7.6%以下 8.4%以下 

後期高齢者の中でも高齢層の割合が増加

しており、加齢とともに要介護度は重度

化するリスクは高いため、要介護３～５

の認定者数が増加し、結果として認定率

の上昇につながったものと考える。 

75 歳以上で要介

護３～５に認定され

た人の割合 

単位施策：（１）健康・生きがいづくりの推進 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

シルバーリハビリ体操指導士数（累計） 22 人 ７７人 89 人 ９７人 115 人 190 人 

指導士養成研修の受講者が減少傾向にあ

る。その要因は、指導士になった後の活動

に対して、負担感が大きいことなどが推測

される。【Ⅱ】 

年度末養成研修を

受講した人(累計） 

高齢者交流サロン補助金交付団体数（累計） ９団体 12 団体 １２団体 12 団体 20 団体 30 団体 

補助制度の周知は行っているが、新規団体

の立ち上げが進んでいない。補助申請など

に係る事務負担などから制度の活用に至

らないケースもあることが、団体数が横ば

いで推移している要因の一つと考える。

【Ⅱ】 

年度末交付団体数

(累計） 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①介護予防と日常生活の自立支援 ①令和７年度は、介護予防訪問介護相当サービス

事業所を３箇所、介護予防通所介護相当サービス

事業所を１箇所それぞれ新規指定するなど、介護

サービス提供事業所による専門性の高いサービ

スを提供することができた。 

 また、生活支援体制整備事業において、生活支

①介護事業所以外による日常生活支援の

担い手の発掘、確保が課題である。引き続

き、介護サービス提供事業所を適切に指

定するとともに、地域住民や介護以外の

事業所などが、介護予防等に取り組める

よう生活支援コーディネーターとも連携

内容 介護予防と日常生活の自立を支援するため、介護サービス提供事業所による専門性の

高いサービスに加え、地域住民、その他の事業所など、多様な主体が提供主体として取り

組むことで、地域が本来持っている「互助」機能の強化を図ります。 

個別施策：②多様な社会活動等への参加支援  【重点】
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内容 高齢者の地域社会への参画や文化・スポーツ等の生きがい活動を推進するため、多世

代交流センターさくらの家及び南部老人憩の家の活用を図るとともに、シルバー人材セン

ターや老人クラブ連合会への活動支援、高齢者等のサロン活動の育成・支援、介護施設等

へのボランティア活動への支援に努めます。 

援コーディネーターが地域の高齢者サロン等を

訪問し、地域での互助の取組について情報収集を

行ったほか、サロン交流会を開催し、各サロンの

交流及び情報共有を支援した。 

【主要施策Ｐ94、300】 

②令和７年度から多世代交流センターさくらの

家の管理・運営が指定管理者へ移行し、ドローン

体験や e スポーツフェスなど７つの多世代交流

事業を開催したことにより、多世代交流の機会が

進んだ。 

 また、多世代交流センターさくらの家及び南部

老人憩の家では、高齢者の活動拠点として各種講

座の開催や高齢者による活動に対し支援を行い、

高齢者の社会参加につながった。 

シルバーリハビリ体操の普及・推進に向け、指

導士の育成や定期の教室の実施に加え、地域のサ

ロンなどでも開催し、普及及び推進が順調に進ん

だ。 

 シルバー人材センター及び老人クラブ連合会

に対して補助金を交付し、活動を支援したほか、

高齢者交流サロンでは、サロンの活動を支援する

ため４団体に補助金を交付し、活動の継続などを

支援した。 

【主要施策Ｐ70、77、91、92、93、301】 

を図りながら環境整備を進める。 

②多世代交流センターさくらの家の指定

管理者による新たな講座や事業等の充実

を図り、利用者拡大・サービス向上を進め

る。 

 シルバーリハビリ体操指導士養成講座

の受講者が減少傾向であることや、新た

に立ち上がるサロンが少なく、身近な地

域での集いの場の拡充が課題であり、周

知方法の見直しや、申請に係る事務負担

の軽減、指導士としての負担感を軽減す

る方策を検討する。 

シルバー人材センターや老人クラブ連

合会への活動支援、高齢者交流サロンの

育成・支援等を行う。  

【８年度の重点施策】② 

主要事業

◆介護予防・日常生活支援サービス事業 

◆シルバーリハビリ体操推進事業 

◆老人クラブ連合会等活動事業補助事業 

◆シルバー人材センター補助事業 

◆高齢者交流サロン活動費補助事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

(2) 

Ｂ 
Ⅱ 

市民評価
市民評価 

判断理由・コメント

単位施策：（２）地域包括ケアシステムの構築 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

高齢者見守り事業所登録数 26事業所 
30 

事業所 

３０ 

事業所 

30 

事業所 
40 事業所 50 事業所 

事業所への積極的な促しが不足し、新

たな見守り事業所と登録には至ってい

ない。【Ⅱ】 

年度末事業所登録数 

地域包括支援センター相談件数 1,740 件 1,765 件 1,881 件 2,010 件 1,900 件 2,000 件 

介護を必要とする後期高齢者が増加し

ていることから、相談件数も増加傾向

となっている。【Ⅰ】 

年度末実績報告書相

談件数 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①地域包括支援センターを核とした地域づくり   【重点】 ①地域包括支援センターを地域包括ケアシス

テムの中核に位置づけ、高齢者を中心に総合

相談窓口として様々な相談に対応し、適切な

支援につなげた。 

①地域ケア会議について、個別会議は行わ

れているものの、そこから地域課題を洗い

出し政策提言につなげる地域課題会議の実

施には至っていない。

内容 地域包括ケアシステムの確立に向け、保健・医療・福祉・介護にかかわる多職種の連携は

もとより、関係機関との連携強化により、高齢者及びその家族が安心して生活ができるよ

う地域課題の解決に取り組みます。 
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個別施策：②高齢者への支援    また、高齢者の自立を支援する地域ケア会

議を地域包括支援センターを中心に福祉課の

保健師、在宅医療・介護サポートセンター、

生活支援コーディネーターが参加して開催す

るなど、多職種連携による検討を行い、高齢

者を取り巻く課題解決に取り組んだ。 

【主要施策Ｐ94】 

②緊急通報システムは、固定電話を持たな 

い人向けに携帯電話でも使用可能とし、広報

紙やケアマネジャーが集まる会議などで、広

く周知を継続し２件の利用につながった。 

ひとり暮らし高齢者等生活支援型給食サー

ビスの委託事業者の拡大に向け、新たな事業

者と協議したが、拡大には至らなかった。 

後期高齢者福祉医療費支給事業では、広報

紙やホームページで周知を図るとともに、関

係課との連携により、対象者を把握し、後期

高齢者医療被保険者の負担軽減に努めた。 

高齢者の自立を支援する地域ケア会議に、

生活支援コーディネーターが参加し、地域課

題の把握に努めたほか、サロン交流会を開催

し、各サロンの課題や情報共有の場を設け、

団体間の連携が図られた。 

【主要施策Ｐ71、72、74、78、94、301】 

③認知症高齢者等見守りＳＯＳネットワーク

事業では、行方不明となる恐れのある高齢者

に対して、本事業への登録を積極的に促した

結果、令和７年度は新たに 30人の方が登録を

された。また、ほっと情報メールの配信時に

行方不明者本人の写真を添付するなど、効率

的な行方不明者の捜索活動につながった。 

 高齢者等地域見守り協力に関する協定を締

結した事業者と連携し、高齢者に異変を感じ

た際に、市に通報してもらうことで高齢者の

見守りを行った。令和７年度は新聞店から 12

件の通報があり、地域の見守り体制強化につ

ながった。 

 また、民生委員や地域住民に対し認知症勉

強会と声かけ訓練を実施し、認知症の正しい

知識と理解を深めることにつながった。 

【主要施策Ｐ72、73】

 地域包括ケアシステムの充実のため、地

域包括支援センターを中心に多職種及び関

係機関等との連携強化を図る。 

②ひとり暮らし高齢者など支援を必要とす

る人が、ますます増加することが予想され、

支援が必要な人に必要なサービス情報が適

切に届けることが課題である。 

 特に緊急通報システムの利用者は減少傾

向にあり、見守り支援のあり方を検討する

必要がある。 

 ひとり暮らし高齢者等生活支援型給食サ

ービスの委託事業者の拡大に向け、継続し

て新規参入の事業者を募集する。 

後期高齢者福祉医療費支給事業制度導入

以来の社会状況の変化や制度の目的を踏ま

え、現状に即した制度となっているか、負担

の公平性が確保されているかなどの観点か

ら、制度のあり方について整理する必要が

ある。 

地域ケア会議で把握された課題が地域に

共通する課題であるか整理し、必要な支援

を検討する必要がある。

③後期高齢者の増加に伴い、認知症や介護

を必要とする高齢者の増加が見込まれるた

め、認知症高齢者等見守りネットワーク事

業の周知を図り、登録者を増やすとともに、

見守りネットワークの更なる充実が課題で

ある。 

 引き続き、見守り協力事業者との連携に

努めるとともに、新たな協力事業者を増や

し、見守りネットワーク体制の強化に努め

る。 

【８年度の重点施策】①

内容 高齢者が安心して日常生活を送ることができるよう、ひとり暮らし高齢者等を対象とし

た緊急通報システム、生活支援型給食サービス事業や、すこやかタクシー料金助成、医療費

の一部負担などの支援を行います。生活支援コーディネーターと連携し、地域での課題を

抽出し、ニーズを把握することで、必要な支援等の充実に努めます。 

個別施策：③見守りネットワークと支え合いの体制づくり 

内容 高齢者が安心して暮らせるよう、地域の見守りネットワーク体制の強化、見守り協力事業

者及びほっと情報メールの捜索協力者の登録促進、地域の見守りボランティアとの連携に

努めます。 

主要事業

◆地域包括支援センター運営事業 

◆認知症高齢者等見守り ＳＯＳ ネットワー

ク事業 

◆ひとり暮らし高齢者等生活支援型給食サ

ービス 

◆生活支援コーディネーター配置事業 

◆後期高齢者福祉医療費支給事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

(2) 

Ｂ 
Ⅱ 
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市民評価
市民評価 

判断理由・コメント

単位施策：（３）介護を必要とする人が安心して暮らせる環境づくり 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

認知症サポーター養成講座受講者数（累計） 7,798 人 ９，１３７人 9,334人 9,632 人 9,000人 11,000 人 
継続的に講座を開催し、累計者数も順

調に増加している。【Ⅰ】 

年度末受講者数（累

計） 

高齢者における成年後見制度の認知度 62.1％ - - 50.3％ 70.0％ 80.0％ 

元気な高齢者が増え、自分には関係が

ないと感じている人が多くなっている

ことが、認知度が下がっている要因の

一つと推察する。【Ⅳ】 

高齢者保健福祉計画

及び介護保険事業計

画策定時アンケート

数値 65 歳以上高齢

者（認定者除く）の認

知度 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①介護保険事業の円滑な運営   【重点】 ①第９期高齢者保健福祉計画及び介護保険事

業計画に基づき、適切に介護保険事業を運営

し、必要な時に必要な介護サービスを適正に

提供することができた。 

介護人材の確保・定着支援については、介

護事業所に高校生インターンシップに関する

セミナー等の紹介や、介護支援専門員の研修

受講料の補助を行い、人材確保の支援、人材

の定着支援につながった。 

二十歳のつどいにおいて、介護職の魅力を

紹介するチラシを配付するなど、介護人材の

確保・定着のための支援を行うとともに、介

護サービス事業者に依頼し、介護の魅力に関

する研修を開催し、事業者と市民の交流につ

ながった。 

【主要施策Ｐ299、302】 

②いわくら認知症ケアアドバイザー会と連携

し、企業や小学校で認知症サポーター養成講

座を開催し、子どもから大人まで多くのサポ

ーターを養成し認知症の理解の拡大につなが

った。 

 認知症地域支援推進員と連携し、民生委員

や地域住民を対象に、認知症勉強会及び声か

け訓練や、認知症に関する映画上映会を開催

するなど、認知症への理解と地域での支え合

いの意識の醸成などを図ることができた。 

①引き続き、介護保険事業を円滑に運営す

ることで、必要な時に必要な介護サービス

を適正に提供する。 

 増大する介護ニーズに対応する介護人材

の確保・定着が課題であり、介護人材を増や

すには、市民に介護現場を知ってもらい、興

味を持ってもらうことが必要である。 

そのためには、更なる市民と介護事業所

との交流が有効であると考えるので、実現

に向けて取組を進める。 

②高齢化の進展に伴い、認知症となる高齢

者の増加が見込まれるため、認知症施策の

更なる充実が課題である。 

 いわくら認知症ケアアドバイザー会や認

知症地域支援推進員と連携し、認知症に関

する普及啓発、認知症予防、認知症本人とそ

の家族への支援、認知症の人の社会参加な

どの取組みを地域包括支援センターととも

に進める。 

内容 介護保険事業を円滑に運営することで、必要な時に必要な介護サービスが受けられるよ

う、介護サービスの充実を図るとともに、介護保険料の賦課・徴収や各種サービス利用に対

する給付を適正に行います。また、介護の現場を担う介護人材の確保・定着のための支援

に努めます。 

個別施策：②認知症施策の充実 

内容 認知症に対する理解促進と敬愛意識の高揚を図るため、いわくら認知症ケアアドバイザ

ー会と連携し、認知症サポーター養成講座等を実施するとともに認知症サポーターと連携

した取組を検討します。また、市民を対象に認知症に関する啓発や講座開催等の学習機会

を設けます。認知症サポート医などの専門職による認知症初期集中支援チームでの支援や

認知症地域支援推進員の活動促進に努めます。 

個別施策：③高齢者の権利擁護・虐待防止 

内容 地域包括支援センターや尾張北部権利擁護支援センターと連携し、成年後見制度や日常

生活自立支援事業の周知・啓発、利用促進を図ります。また、虐待を防止するため、虐待に

関する知識の普及啓発を行うとともにケアマネジャーや関係機関と連携しながら早期発

見、早期対応に努めます。 

主要事業

◆認知症初期集中支援チーム事業 

◆認知症サポーター養成講座 

◆介護人材の確保・定着支援事業 
庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（2） 

Ｃ 
Ⅲ 
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 また、認知症初期集中支援チームでは、認

知症の恐れのある人や認知症の人及びその家

族に対し、適切な医療、介護サービスへの助

言、支援を行い早期の対応に寄与した。 

【主要施策Ｐ72、73、301】 

③尾張北部権利擁護支援センターを始め関係

機関等と連携し、必要に応じて成年後見人等

の申立て支援や、申立者がいない場合は、市

長申立てを行うことで、高齢者の権利擁護を

図り適切な支援に努めた。 

 高齢者虐待については、通報後、速やかに 

関係機関と連携し、情報共有や対応検討を行

い、被虐待者の安全確保や養護者の負担軽減

などに努め、虐待防止につなげることができ

た。 

【主要施策Ｐ73、302】

③高齢者虐待では、支援や面談を拒否する

者への対応が課題である。尾張北部権利擁

護支援センターや地域包括支援センターな

どと連携し、高齢者の権利擁護に努める。ま

た、高齢者への虐待防止のため、警察や介護

事業者など関係機関と連携し、早期発見、早

期対応に努める。 

【８年度の重点施策】① 

市民評価
市民評価 

判断理由・コメント
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第5次岩倉市総合計画基本施策評価シート（令和7年度実施施策） 

第 1章 健やかでいつまでも安心して暮らせるまち 基本施策６ 障がい者（児）福祉 主担当課 福祉課 責任者 古田 佳代子 

施策がめざす将来の姿 

●障がいのある人が、その能力や状況に応じた必要なサービスや支援を受け、その人らしく自立

し、住み慣れた地域の中で安心して生活しています。 

●障がいのある人もない人も、お互いに人格と個性を尊重し、地域や社会が障がい者と交流し支

え合える環境が整っています。 

＜現状と目標値＞

基本成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

生活・自立支援など障がい者（児）福祉に満足している市

民の割合 

79.3%

（Ｈ30） 83.5％ - - 85.0% 90.0% 

障害福祉サービスの利用が、人数、支給量

ともに増加を続けている状況であること

から、サービスの利用が広がっていると

考えられる、そのため、指標数値の上昇を

見込んでいる。 

市民意向調査 

単位施策：（１）障がい者への地域生活支援と社会参加促進 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

グループホームで生活している障がい者の人数 35人 ６１人 78 人 90 人 45 人 55 人 

グループホームで生活をする障がい者の

人数は上昇を続けている。市内では事業所

の数に限りがあり、市外の事業所の利用も

増えている。親亡き後の課題などを背景に

今後も増加を続けるものと見込まれる

【Ⅰ】 

市内・市外全域利用

者 

障がい者のスポーツ・文化行事への参加者数 481 人 ４94人 444人 534人 600人 700人 

現状値及び過去２年の実績値を上回って

いるが、目標値とは乖離がある。令和７年

度については、前年度に比べおもちゃ図書

館の利用が増加している。参加可能なイベ

ントが固定化している。【Ⅱ】 

社会福祉協議会主

催 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①相談支援体制の充実    【重点】 ①障がい者については基幹相談支援センター、障

がい児については児童発達支援センターに相談

支援業務を委託し、両センターとも相談件数が増

加している。総合的かつ専門性の高い相談支援体

制を充実することができた。 

【主要施策Ｐ82】 

②地域自立支援協議会において地域課題の解決

に向けて協議を行った。 

 また、地域自立支援協議会の部会活動として、

①基幹相談支援センター及び児童発達支

援センターへの相談件数が増加を続けて

おり、相談支援事業所の質量の確保が課

題である。両センター及び地域自立支援

協議会と連携して、研修や支援を行って

いく。 

②地域自立支援協議会を通じ、地域の障

がい福祉サービス事業所との連携強化や

地域ニーズを把握し、課題解決に努めて

内容 身体・知的・精神それぞれの障がいの相談に対応できるように、相談支援事業所や基幹

相談支援センターの設置などによる相談支援体制の充実を図るとともに、関係機関との

連携を強化し、適切な相談支援を実施します。 

個別施策：②福祉サービスの充実と関係者の連携 

内容 障がい者が高齢化・重度化しても地域で安心して自立した生活を送ることができるよ

う、障がい福祉サービスの充実を図ります。また、教育関係者、保健関係者、サービス提供

事業者、障がい者関係団体などで構成する地域自立支援協議会を中心として関係者との
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連携を強化し、障がい者の支援を充実します。 事業所交流会や虐待防止研修などを通じて情報

の共有を進めとともに相談支援専門員の初任者

研修の実習を受け入れ、相談支援専門員の育成に

努めた。 

 さらに市内事業所を紹介する事業者ガイドブ

ックを作成し、情報発信に取り組んだ。

【主要施策Ｐ82】 

③障害者医療費支給事業は、広報紙やホームペー

ジで周知を図るとともに、関係課との連携によ

り、対象者を把握し、障がいのある人の負担軽減

に努めた。 

【主要施策Ｐ85】 

④尾張北部障害者就業・生活支援センター等と連

携した就労の相談支援を行った。相談を通して一

般就労に繋げるとともに就労移行支援や就労定

着支援など障がい福祉サービスから一般就労へ

の移行や定着を支援した。令和７年度から新設さ

れた就労選択支援については、利用実績はなかっ

た。 

 一方で就労の意欲はあるが、一般の事業所で働

くことが困難な人を就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、

生活介護等の福祉的就労へ繋げることができた。 

【主要施策Ｐ80、81】 

⑤社会福祉協議会が主催するスポーツフェステ

ィバルや夢コンサートを、市内社会福祉法人の主

催による障がい者の作品展示「みんなの願い展」

を後援した。加えて、市役所２階市民ギャラリー

にて、発達障害啓発週間に合わせて市内在住の発

達障がいのある作家の作品展示を行った。 

 また、障がい者のスポーツ、文化行事への支援

の一環として、肢体不自由児・者父母の会のイベ

ントなどへの移動の困難な参加者の送迎を行っ

た。 

 これらにより、障がい者のスポーツ・文化への

参加の促進や障がいへの理解促進を図ることが

できた。 

 【主要施策Ｐ65】 

いく。 

 計画相談支援事業所の減少について

は、事業の採算性とともに相談支援専門

員の疲弊による離職率の高さも大きな要

因であると考えており、相談支援部会で

は、相談支援専門員が抱えている悩み事

を表出してもらう機会を設けるなど疲弊

を和らげる取組を行っていく。 

③引き続き事業の周知を図るとともに、

関係課との連携により、対象者を把握し、

障がいのある人の負担軽減に努めてい

く。 

④新設事業の就労定着支援の周知に加

え、引き続き就労支援に関する事業の周

知を図るとともに、関係課との連携によ

り、対象者を把握し、障がいのある人の就

労機会の確保に努めていく。 

⑤社会参加の場として、スポーツ・文化活

動への参加は重要なため、引き続き社会

福祉協議会、愛知県等関係機関と連携し

障がい者のスポーツ・文化活動等への参

加支援を行っていく。 

【８年度の重点施策】① 

個別施策：③医療費の支援 

内容 障がい者が、安心して医療が受けられるよう医療費の一部を支給します。 

個別施策：④就労の支援 

内容 ハローワーク、障がい者職業センター、障がい者就業・生活支援センターと連携し、雇用

の促進や就労、職業定着に関する相談支援を実施します。また、商工会などを通じて、地

域の障がい者雇用に対する理解促進に努めます。 

個別施策：⑤スポーツ・文化活動等への参加促進 

内容 障がい者がスポーツや文化活動に親しめる機会を拡大するため、社会福祉協議会によ

る社会参加事業の企画運営や障がい者団体が行う自主的なレクリエーション・交流活動に

対する支援に努めます。また、特別支援学校や障がい福祉サービス事業所と連携を図りな

がら、障がい者の文化活動の発表の場の提供に努めます。 

主要事業 

◆相談支援事業 

◆基幹相談支援センター設置事業 

◆就労支援事業 

◆地域生活支援事業 

◆障害者医療費支給事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（２） 

Ｂ 
（Ⅰ） 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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単位施策：（２）障がい者に対する理解促進とボランティア活動の充実 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

障がい者支援に関するボランティア登録者数 89人 78 人 89 人 65人 120人 150 人 

社会福祉協議会登録の障がい関係ボラ

ンティアが 1団体脱会したため、登録

者数も減少し、新たな団体の登録の予

定もない状況。メンバーの高齢化など

による減少、新たなメンバーの確保の

困難さなど活動団体の運営に課題があ

り、登録者の減少に繋がっている。【Ⅳ】 

社会福祉協議会登録

の障がい関係ボラン

ティア 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①福祉教育の充実【「地域福祉」の再掲】    ①４－(１)－③を参照 

②手話講習会を開催し、実際に手話に触れる

ことを通して、主に聴覚障がい者への合理的

配慮について理解を深めることができた。 

また、尾張北部権利擁護支援センター主催の

研修では、在宅で障害福祉サービスを利用し

生活する障がい者の事例を紹介した。これに

より、地域での生活支援に対する理解が促進

され、参加者の意識啓発につながった。 

【主要施策Ｐ83】 

③尾張北部権利擁護支援センターや関係機関

との連携を図り、障がい者の権利擁護の支援

の充実に努めた。センターを共同運営する岩

倉市、小牧市、大口町及び扶桑町で講演会や

研修会を開催し、成年後見制度等の周知・啓

発を行った。 

 「成年後見制度利用促進計画」の基本施策

である後見候補者の確保、育成を図るため実

施した市民後見人養成事業では、第１期生 33

名（うち岩倉市 10 名）のうち 14 名（うち岩

倉市７名）が既に市民後見人として活動して

いる。また、令和７，８年度で実施する第２

期講座では、合計 21 人（うち岩倉市３人）の

申込があり、基礎課程を全員が修了した。 

 日常的な金銭管理や重要書類等の預かり・

保管などの支援が必要な人に、社会福祉協議

会が実施する日常生活自立支援事業の案内を

行った。 

 地域自立支援協議会において事業所向けに

虐待防止研修を開催した。また、虐待事案発

生時には、基幹相談支援センターと連携を図

り適切に対応した。 

①４－(１)－③を参照 

②障がい者支援のための社会資源や人材の

不足が課題である。 

障がい者の理解促進、支援の広がりを図

るため地域自立支援協議会による研修会等

を引き続き実施していく。 

 障がい者関連団体と連携を図り、地域で

の障がい者に対する理解促進等に取り組

む。 

③尾張北部権利擁護支援センターと連携し

て、成年後見制度の周知や利用の促進を図

る。引き続き「市民後見人養成事業」を実施

し、地域における権利擁護支援が図られる

よう取り組んでいく。 

 虐待防止の取組については、引き続き研

修会や周知啓発活動を実施する。 

内容 高齢者や障がい者などに対する理解促進のため、社会福祉協議会との連携により小中

学校で開催する福祉実践教室をはじめ、人権研修会等の福祉講座などを積極的に開催し、

すべての世代にわたる福祉教育を推進します。 

個別施策：②地域での障がい者に対する理解促進

内容 障がい者が地域で安心して暮らしていけるよう、地域の行事に障がい者も共に参加する

機会づくりを通して、地域住民の障がい者への理解を促進します。また、地域自立支援協議

会を中心として障がい者理解促進のための研修会を行います。 

個別施策：③障がい者の権利擁護・虐待防止 【重点】 

内容 障がい者の権利や財産を守るため、尾張北部権利擁護支援センターや社会福祉協議会と

連携し、成年後見制度や日常生活自立支援事業の周知・啓発、利用促進を図ります。また、

障がい者への虐待を防止するため、家族への支援の充実を図るとともに、障がい者に対す

る虐待が発生した場合、迅速かつ適切な対応ができるよう関係機関との連携を図ります。 

個別施策：④ボランティア活動の充実

内容 障がい者の日常生活や社会参加、災害時の支援が身近に行われるよう、手話奉仕員養成

講座を行います。また、社会福祉協議会と連携し、要約筆記・点字・音訳の講座などを通じ

て、障がい者を支援するボランティアの育成に取り組みます。さらに、支援が必要な障がい

者とボランティアをコーディネートする機能を充実させます。 

主要事業 

◆成年後見制度利用促進事業 

◆日常生活自立支援事業 

◆意思疎通支援事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（２） 

Ｄ 
（Ⅳ） 
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【主要施策Ｐ82、83】 

④岩倉市、犬山市、江南市、大口町及び扶桑

町で協力し、手話奉仕員養成講座を実施した。 

また、社会福祉協議会が主催するボランティ

ア養成講座の運営支援を行い、ボランティア

の育成を図ることができた。 

【主要施策Ｐ65、83】 

④障がい者の情報保障のため、手話奉仕員

や要約筆記ボランティア等の養成が課題で

ある。引き続き３市２町で協力し、手話奉仕

員養成講座を実施する。 

 また、公的サービスでは対応しきれない

日常の困りごとに対して制度によらない社

会資源による支援が得られるよう、その担

い手となるボランティアの育成が重要。担

い手自体の高齢化による数の減少も顕在化

しており、数的確保のための施策が必要で

ある。 

【８年度の重点施策】③

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント

単位施策：（３）障がい児支援の充実 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

医療的ケア児等コーディネーター設置人数（累計） 3 人 ５人 ５人 ５人 6 人 9 人 

コーディネーターの所属する事業所が

岩倉市でのサービス提供から撤退した

ことにより設置人数は１名減となった

【Ⅱ】 

愛知県主催の養成研

修修了者（累計） 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①子どもの障がいの早期発見と早期支援  ①医療・福祉・保健・子育て支援・教育等の

関係機関と情報共有し、乳幼児健康診査の受

診結果に応じて面接や相談を行い、健診事後

指導教室、プレあゆみ教室への勧奨、医療機

関への受診、療育手帳取得勧奨及び療育を受

けるための福祉サービスの紹介等を行い、障

がいを早期発見し、早期療育につなぐことが

できた。また、子どもの発達が気になる保護

者に対して、相談支援や療育支援の窓口を周

知することができた。 

【主要施策Ｐ86、140、141】 

②児童発達支援センターの相談員と関係課

の担当者がチームを組んで、保育園、幼稚園、

小中学校、放課後児童クラブへ巡回指導し、

支援方法を検討することで、連携を図るとと

①乳幼児健康診査の精度向上を図り、障が

いの早期発見・支援に努めるとともに、児童

発達支援センターと連携し、切れ目のない

支援体制を強化していく。 

②児童発達支援センターや関係機関に対

し、情報共有等を行うとともに、５歳児健康

診査の実施に向け、切れ目ない支援ができ

るよう関係機関や専門機関との連携調整を

内容 発育・発達を多職種で多様な角度から確認するなど健康診査の精度向上を図り、乳幼児

の障がいの早期発見に努めます。また、障がいの早期発見と早期支援を図るとともに、専

門的な療育支援へと円滑につなげるため、医療・福祉・保健・子育て支援・教育等の関係機

関と連携した支援の強化を図ります。 

個別施策：②継続した相談支援体制の確立  【重点】 

内容 障がいのある子どもと親が、その障がいの程度や特性、成長段階に応じて適切な支援が

継続して受けられるようにするため、保健・保育・教育・福祉等の関係機関の連携を強化し、

出生から就園・就学へ切れ目のない支援体制の構築を図ります。 

就学前児童への発達支援を行うため、障がいのある児童が身近な地域で安心して療育

を受けることができる児童発達支援センターを整備します。 

個別施策：③医療的ケア児の支援  

内容 医療的ケア児等コーディネーターを中心として、医療・福祉・保健・子育て支援・教育等の

関係機関が連携し、医療的ケアを要する障がいのある児童に対する支援の強化に努めま
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す。 もに、切れ目のない支援を行うことができ

た。また、５歳児健康診査の実施に向けて、

関係各課と児童発達支援センター職員で意

見交換会を実施し、地域における療育、発達

相談支援についての情報共有を図ることが

できた。 

【主要施策Ｐ83】 

③看護師や医療機関と情報交換を行いなが

ら保育園、学校及び放課後児童クラブで医療

的ケア児の支援を実施した。 

 また、あいち医療的ケア児支援センターや

尾張北部圏域医療的ケア児等アドバイザー

と情報交換等を行い、関係機関との連携強化

を図ることができた。 

【主要施策Ｐ243】

行い、支援体制の整備を進めていく。 

③学校や関係機関と連携して、医療的ケア

児の支援を実施していく。 

関係機関と連携・協力を図り、医療的ケア

児等コーディネーターの養成及び育成を進

めていく。 

【８年度の重点施策】② 

主要事業 

◆乳幼児健康診査、こども発達相談、健

康診査事後教室 

◆あゆみの家児童発達支援事業 

◆児童発達支援センター整備事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（２） 

Ｂ 
（Ⅱ） 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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第5次岩倉市総合計画基本施策評価シート（令和7年度実施施策） 

第 1章 健やかでいつまでも安心して暮らせるまち 基本施策7 生活困窮者支援 主担当課 福祉課 責任者 古田 佳代子 

施策がめざす将来の姿 
●生活支援の必要な人への適切な経済的支援と自立に向けた支援が行われ、誰もが健康で文化

的な生活を送っています。 

＜現状と目標値＞

基本成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

生活保護からの自立世帯数 ５世帯 4 世帯 4 世帯 ９世帯 12 世帯 17 世帯 

傷病等により保護を受給している世帯に

対し、ケースワーカーや就労支援員が傷

病の状況確認を丁寧に行いながら、早期

の就労を目指し支援した。また、他の制度

の活用による収入増とする支援も継続的

に実施しているが、受給世帯の高齢化や

精神疾患など短期的な病状回復が困難な

世帯も増加していることから目標値を下

回っている。 

就労等収入増加に

よる自立世帯数 

単位施策：（１）自立支援の充実 

単位施策の成果指標 
現状値 実績値 目標値 

実績値に対する分析 指標数値根拠 
R1 R5 R6 R7 R7 R12 

就労支援プログラム参加者数 18 人 ２６人 ３５人 28 人 25 人 30 人 

生活保護受給者による参加者は横ばい

であり、プログラムの参加が長期化して

いる。生活自立支援相談室による就労支

援者数により数字が増減している。【Ⅰ】 

ハローワークとの

連携した支援者数 

取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①相談体制の充実 【重点】 ①相談支援員と家計について考える家計改善

支援事業、家賃助成等併せて求職活動を支援

する住居確保給付金事業、緊急食料支援事業

などを実施し、生活困窮者への支援の充実を

図った。これらの取組みにより、相談体制の

強化を図った。 

また、相談支援員を各種研修に参加させ、

資質向上に努めた。 

【主要施策Ｐ128、129】 

②就職活動支援の一環として、ハローワーク

と連携して出張相談を実施し、1 人が就労に

つながった。また、直ちに一般就労すること

が困難な生活困窮者に対して、就労準備支援

事業を実施し、生活のリズムづくりや他者と

の交流を通じた社会性の獲得に努めた。生活

①継続的な相談につながるケースも増

加してきているが、家計相談について

は、一緒に計画作成までには至らないケ

ースが多い。 

②就職支援について、定期的な相談によ

り、就労意欲の向上につながり、応募ま

で至るが、その後不安感が強くなり踏み

出せないケースもある。不安感の解消に

向けた取り組みが必要である。 

内容 生活に困ったときに速やかに相談が受けられるよう生活自立支援相談室等の相談体制の充

実に努めます。また、相談内容に応じて適切な援助ができるよう相談支援員の資質向上を図り

ます。 

個別施策：②自立した生活に向けた支援 

内容 生活困窮者や被保護者が自立した生活を送ることができるよう、支援を必要とする人の状況

把握に努めます。また、ハローワークと連携をとり、引き続き、就労支援員を中心とした就労支

援に取り組みます。 

主要事業 

◆生活困窮者自立相談支援事業 

◆住居確保給付金事業 

◆食料支援事業 

◆子どもへの学習支援事業 

庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（2） 

Ｂ 
Ⅰ 
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保護世帯、困窮世帯の子どもへの支援として、

学習支援事業を実施し、学習をする場だけで

なく、進路相談もできる居場所となった。 

【主要施策Ｐ128、129】 

【８年度の重点施策】① 

市民評価 

市民評価 

判断理由・コメン

ト

単位施策：（２）適切な保護の実施 取組内容及び成果 課題及び今後の方向性 

個別施策：①要保護世帯の的確な把握 【重点】 ①自立支援相談室と社会福祉協議会、福祉事務

所と毎月支援調整会議を通じて、情報共有、連

携を通じて要保護世帯の把握、保護の実施に努

めたことで適切な保護の実施につながった。 

【主要施策Ｐ128、129】 

②保護の実施においては、受給者の自立促進に

向けた就労可能な受給者への就労支援や福祉サ

ービス等を活用して生活の質の向上を目指す支

援を行った。また、保護の適正実施に向けて制

度や法令に則り必要な調査、訪問活動を行った

ことで適切な保護の実施につながった。 

【主要施策Ｐ130】 

①引き続き支援調整会議を開催し、情報

共有の場として、より充実したものとし

ていく。 

②職員間によるケース検討会議や情報共

有の場を定期に開催し、職員の資質向上

に努める。 

【８年度の重点施策】① 

内容 要保護世帯への適切な対応をしていくために、関係部署との情報共有や民生委員・児童

委員との緊密な連携により、保護を必要としている世帯の的確な把握に努めます。 

個別施策：②的確・迅速な生活保護の実施

内容 生活保護の申請者には、複数の職員で面談をして問題点を的確に把握し、ケース検討会

議や生活保護の受給要件に必要な各種調査により、迅速な処遇決定と保護の開始に努め

ます。また、生活保護期間内においても必要な調査により保護要件の確認を行います。 

主要事業 
庁内評価 
上段：取組内容 

下段：成果指標

（2） 

Ｂ 
- 

市民評価 
市民評価 

判断理由・コメント
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